
 

 

 

１ 目 標  ３ 取組内容・目標・実績 

 中山町建築物等耐震改修促進計画に定めた

目標の達成に向け、住宅所有者の経済的負担の

軽減を図るとともに、住宅所有者に対する直接

的な耐震化促進、耐震診断実施者に対する耐震

化促進、改修事業者の技術力向上、一般町民へ

の周知・普及等の充実を図ることが重要であ

る。 

 このため、中山町住宅耐震化緊急促進アクシ

ョンプログラム（以下「アクションプログラム」

という。）では、毎年度、住宅耐震化に係る取組

を位置付け、その進捗状況を把握・評価すると

ともに、プログラムの充実・改善を図り、住宅

の耐震化を強力に推進することを目的とする。 

 計 

画 

令和７年度取組内容 令和７年度目標 

 【財政的支援】 

⑴住宅の耐震診断費に対する一部補助を実施。 

⑵住宅の耐震改修工事費及び減災対策工事費に対する一部補

助を実施。 

【普及啓発等】 

ⅰ)住宅所有者に対する直接的な耐震化促進 

 ・町内のうち令和 7 年度は長崎地区 184 世帯に DM を送付。

なお、令和 14年度までに町内対象全戸に DMを送付予定。 

ⅱ)耐震診断実施者に対する耐震化促進 

 ・耐震診断後に診断実施者、診断士、中山町の三者により 

  実施する耐震診断結果報告会の場において、耐震改修補 

  助に係る支援制度をリーフレット等を用いて説明する。 

 ・耐震診断後、一定期間を経過しても耐震改修を行ってい 

  ない方に対して電話等による耐震改修促進を実施する。 

ⅲ)改修事業者の技術力向上等 

 ・山形県と協調し、管内改修事業者を対象とした技術研修 

  会の実施や、耐震改修事業者リストの作成・公表を行う。 

ⅳ)一般への周知普及 

 ・町内お知らせ版を通じて耐震改修等の必要性を周知する。 

 ・庁舎等に耐震改修関連情報に係るブースを設置する。 

 ・リーフレットにより補助制度概要等の周知を実施する。 

・住宅耐震診断補助戸数：５戸 

・住宅耐震改修工事費補助戸数：１戸 

 前年度までの実績 

 ＜令和６年度＞ 

・住宅耐震診断補助戸数：４戸 

・住宅耐震改修工事費補助戸数：０戸 

 

＜令和５年度＞ 

・住宅耐震診断補助戸数：１戸 

・住宅耐震改修工事費補助戸数：０戸 

 

＜令和４年度＞ 

・住宅耐震診断補助戸数：１戸 

・住宅耐震改修工事費補助戸数：０戸 

 

＜令和３年度＞ 

・住宅耐震診断補助戸数：１戸 

・住宅耐震改修工事費補助戸数：０戸 

 自
己
評
価 

前年度（令和６年度）の取組実績 前年度（令和６年度）の課題 

 ・町内お知らせ版により耐震診断費及び耐震改修工事費の補

助内容と住宅耐震化の重要性についての周知を実施した。 

・令和 6年 10 月 18 日～30 日までの間役場庁舎内に木造住宅

の簡易軸組と防災ベッドの模型展示を行い、来庁者に対し

て住宅耐震化の重要性や減災手法についての説明を行っ

た。 

・今後も事業の推進に向け補助制度の

利用促進を図る必要がある。 

２ 位置付け  改善策 

 アクションプログラムは、「中山町建築物等

耐震改修促進計画」に基づき策定する。 
 ・継続して視覚に訴えるようなわかり

やすいリ－フレット等を作成し、各

種補助制度を積極的にＰＲする。 
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